
佐世保市行政協力に関する業務取扱要綱 
 

（設置） 

第１条 この要綱は、市民との連絡を緊密にし、市政の円滑なる運営を図るため、行

政協力に関する業務について必要な事項を定めます。 

 （委託業務の範囲） 

第２条 委託業務の範囲は、次のとおりとします。 

 (1) 広報紙、その他、コミュニティ・協働推進課が承認した文書の配布及び回覧に

関すること。 

 (2) 周知事項の伝達、その他、特に必要があると認められるもの。 

 （受持区域） 

第３条 受持区域は、当該自治会等の区域内とします。 

 （所管） 

第４条 本庁区域内の受託者は、コミュニティ・協働推進課の所管とし、支所区域内

の受託者は、各支所の所管とします。 

 （委託料等） 

第５条 委託料は、当該年度４月１日現在の受持区域とし、その算定基準は別表１及

び別表２のとおりとします。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

（吉井町及び世知原町の編入に伴う経過措置） 

２ 編入前の吉井町又は世知原町の区域に存する自治会等に対する委託料については

平成２０年３月３１日までの間は、第５条の規定により算出した額に、吉井町区長

の設置に関する規則（平成元年規則第 4 号）又は世知原町行政区設置規則（昭和  

４８年規則第３号）の例により算出した区長報酬の額から第５条の規定により算出

した委託料の額を控除した額に次の表に定める率を乗じて得た額を加えた額（その

額に１０円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。 

 



期  間 経過期間中の委託料算出に用いる率 

平成 17年 4月 1日から平成 18年 3月 31日まで ７５％ 

平成 18年 4月 1日から平成 19年 3月 31日まで ５０％ 

平成 19年 4月 1日から平成 20年 3月 31日まで ２５％ 

（宇久町及び小佐々町の編入に伴う経過措置） 

３ 編入前の宇久町又は小佐々町の区域内に存する自治会等に対する委託料につい

ては、平成２１年３月３１日までの間は、第５条の規定により算出した額に、合併

前の宇久町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３

１年宇久町条例第６号）の例により算出した区長報酬の額又は合併前の小佐々町の

例により算出した委託料の額から第５条の規定により算出した委託料の額を控除

した額に、次の表に定める率を乗じて得た額を加えた額（その額に１０円未満の端

数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。 

期  間 経過期間中の委託料算出に用いる率 

平成 18年 4月 1日から平成 19年 3月 31日まで ７５％ 

平成 19年 4月 1日から平成 20年 3月 31日まで ５０％ 

平成 20年 4月 1日から平成 21年 3月 31日まで ２５％ 

（江迎町及び鹿町町の編入に伴う経過措置） 

４ 編入前の江迎町又は鹿町町の区域内に存する自治会等に対する委託料について

は、平成２５年３月３１日までの間は、第５条の規定により算出した額に、合併前

の江迎町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１

年江迎町条例第１７号）の例により算出した行政事務嘱託員報酬の額又は合併前の

鹿町町の例により算出した地区会長報酬の額から第５条の規定により算出した委

託料の額を控除した額に、次の表に定める率を乗じて得た額を加えた額（その額に

１０円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。 

期  間 経過期間中の委託料算出に用いる率 

平成 22年 4月 1日から平成 23年 3月 31日まで ７５％ 

平成 23年 4月 1日から平成 24年 3月 31日まで ５０％ 

平成 24年 4月 1日から平成 25年 3月 31日まで ２５％ 

 

    



附 則 

 この要綱は、平成１５年８月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２１年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表１又は別表２の規定により算定される委託料の額が、この要綱によ

る改正前の佐世保市行政協力に関する業務取扱要綱別表１又は別表２の規定により

算定される委託料の額（以下「旧基準算定額」という。）を下回ることとなる世帯数

区分に係る委託料の額は、令和５年３月３１日までの間は、旧基準算定額によるも

のとする。 

   附 則 

  この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 



別表１（第５条関係） 行政協力業務委託料算定基準表 

世帯数区分 世帯割 均等割 計 

１－５０ 3,120  6,190  9,310  

５１－１００ 4,680  6,190  10,870  

１０１－１５０ 6,230  6,190  12,420  

１５１－２００ 7,780  6,190  13,970  

２０１－２５０ 9,340  6,190  15,530  

２５１－３００ 10,890  6,190  17,080  

３０１－３５０ 12,730  6,190  18,920  

３５１－４００ 14,580  6,190  20,770  

４０１－４５０ 16,420  6,190  22,610  

４５１－５００ 18,270  6,190  24,460  

５０１－５５０ 20,110  6,190  26,300  

５５１－６００ 21,960  6,190  28,150  

６０１－６５０ 24,100  6,190  30,290  

６５１－７００ 26,230  6,190  32,420  

７０１－７５０ 28,370  6,190  34,560  

７５１－８００ 30,500  6,190  36,690  

８０１－８５０ 32,640  6,190  38,830  

８５１－９００ 34,780  6,190  40,970  

９０１－９５０ 37,500  6,190  43,690  

９５１－１０００ 40,210  6,190  46,400  

１００１－１０５０ 42,930  6,190  49,120  

１０５１－１１００ 45,650  6,190  51,840  

１１０１－１１５０ 48,370  6,190  54,560  

１１５１－１２００ 51,090  6,190  57,280  

※１ 契約書に記入している金額は、上記の合計金額×12ヶ月分×消費税となります。 

※２ 世帯数区分については、紙媒体の広報紙その他文書の配布を行う世帯の数に 

応じた区分となります。従って、すべての世帯にデジタルの方法により配布する 

場合は、均等割×12ヶ月分×消費税となります。 

 



別表２（第５条関係） 行政協力業務委託料算定基準表 

（１，２０１世帯以上の場合の特別算定表） 

世帯数区分 世帯割 均等割 計 

１２０１－１２５０ 52,060  6,190  58,250  

１２５１－１３００ 54,780  6,190  60,970  

１３０１－１３５０ 57,500  6,190  63,690  

１３５１－１４００ 60,220  6,190  66,410  

１４０１－１４５０ 62,940  6,190  69,130  

１４５１－１５００ 65,650  6,190  71,840  

１５０１－１５５０ 68,660  6,190  74,850  

１５５１－１６００ 71,670  6,190  77,860  

１６０１－１６５０ 74,680  6,190  80,870  

１６５１－１７００ 77,690  6,190  83,880  

１７０１－１７５０ 80,700  6,190  86,890  

１７５１－１８００ 83,710  6,190  89,900  

１８０１－１８５０ 87,020  6,190  93,210  

１８５１－１９００ 90,320  6,190  96,510  

１９０１－１９５０ 93,620  6,190  99,810  

１９５１－２０００ 96,920  6,190  103,110  

２００１－２０５０ 100,220  6,190  106,410  

２０５１－２１００ 103,520  6,190  109,710  

２１０１－２１５０ 107,120  6,190  113,310  

２１５１－２２００ 110,710  6,190  116,900  

２２０１－２２５０ 114,300  6,190  120,490  

２２５１－２３００ 117,890  6,190  124,080  

２３０１－２３５０ 121,490  6,190  127,680  

２３５１－２４００ 125,080  6,190  131,270  

２４０１－２４５０ 128,960  6,190  135,150  

２４５１－２５００ 132,850  6,190  139,040  

２５０１－２５５０ 136,730  6,190  142,920  

２５５１－２６００ 140,620  6,190  146,810  

２６０１－２６５０ 

 

144,500  6,190  150,690  

２６５１－２７００ 148,380  6,190  154,570  

※１ 契約書に記入している金額は、上記の合計金額×12ヶ月分×消費税となります。 

※２ 世帯数区分については、紙媒体の広報紙その他文書の配布を行う世帯の数に 

応じた区分となります。従って、すべての世帯にデジタルの方法により配布する 

場合は、均等割×12ヶ月分×消費税となります。 


